
 

 

 

 

 

  

対象範囲： 住友重機械工業（株）および国内・海外の連結子会社、持分法適用会社を対象として 

います。なお、対象が異なる場合は、その旨を記載しています。 

対象期間： 2023 年 1 月 1 日～2023 年 12 月 31 日 

参考 GL ： 環境報告ガイドライン（2018 年版）；環境省 

参考 GL ； 環境会計ガイドライン（2005 年版）；環境省 

将来予測に関する注意事項： 

本報告に記載されている将来の業績に関する予測や見通しなどは、現在入手可能な情報に基づき当

社が合理的と判断したものです。従って実際の業績は、さまざまな要因の変化により、記載の予測・

見通しとは異なる場合があります。 
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環境経営 

基本的な考え方 

住友重機械グループは、持続可能な社会の実現に向け、地球規模の環境保全及び気候変動問題への対応が重

要課題の一つであると認識し、サステナビリティ基本方針に基づき、製品ライフサイクル全体を含む全ての

事業活動における環境負荷低減に努めます。 

 

住友重機械グループ 環境方針 

住友重機械グループは喫緊の課題となっている気候変動問題等への対応として、『製品ライフサイクル全体

を含む全ての事業活動における環境負荷低減』により一層取り組むことを目的に、2021 年 12 月に環境方針

を改定しました。 

 

環境方針 

1. 地球環境の保全を図り、環境汚染の予防に努めます。 

2. 脱炭素社会・循環型社会の実現に向け、CO2 排出量削減や廃棄物削減、資源の再利用・リサイクル、エ

ネルギーの効率的利用等の環境負荷低減に取り組みます。 

3. 事業活動に伴う自然・生態系への影響に配慮し、生物多様性の保全を図ります。 

4. 環境管理体制を強化し、環境管理システムを継続的に運用・改善します。  

5. 環境関連法令等の遵守にとどまらず、必要に応じて自主基準を定め運用、評価します。 

6. 継続的な環境教育や啓発活動により、事業活動に関わる全ての者の環境意識の向上を図ります。 

7. 本環境方針は全てのステークホルダーと共有し、周知・開示します。 
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環境経営の推進 

 

2005 年度から 3 年ごとに具体的な活動目標を定めた「環境中期計画」を策定し、環境経営に取り組んでいま 

す。 

 

環境マネジメント体制 

 

当社グループ全体の環境活動マネジメントは、社長からの任命を受けた総務担当役員の下、総務本部長およ

び環境管理部によって行われています。社長は最高責任者として住友重機械グループの環境方針を決裁し決

定します。 

 関係会社を含む各製造拠点での管理状況は、現地の状況確認と併せて環境監査を実施し、環境マネジメン

ト会議では活動結果の報告や問題点などを共有しています。また環境教育を通じて当社グループの環境方針

や環境目標、取り組みなどを従業員に周知しています。 

 

活動内容 

環境監査（1 回/年） 

国内および中国・東南アジアの製造拠点を対象に環境事故防止、法令遵守、地球温暖化防止等の観点か

ら環境マネジメント全体について監査を実施しています。 

監査結果は、当社独自の評価基準で部門ごとに 5 段階評価した結果を執行責任者会議で報告し、レベル

アップを図っています。 

総務本部長診断（必要時） 

総務本部長が必要と判断した部門（前年度の環境事故発生部門、環境目標が著しく未達の部門など）を

対象に、「総務本部長診断」を環境マネジメント監査と併せて実施・指導しています。 
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環境マネジメント会議（2 回/年） 

国内の各製造所・関係会社を対象に「環境マネジメント会議」を開催し、活動結果の報告や問題点など

を共有しています。また、中国の関係会社を対象には「中国環境マネジメント会議」を開催し、各社の

環境活動のレベルアップを図っています。 

各地区での活動 

各地区では、地球温暖化防止、省エネ等をテーマとした地区内での会議を開催し、活動の進捗報告や事

例紹介を行い、情報共有を行っています。 

 

環境リスクアセスメント 

環境事故の発生を未然に防ぐため、各々の拠点で定期的な環境リスクアセスメントを実施しています。 

また、万が一環境事故が発生した場合は、適切な対処を行うとともに事故内容を分析し、関係各所に水平展

開するなど類似事例の発生や再発防止に努めています。 

環境事故に至らないまでも将来的に環境事故に繋がる可能性のある事象については、「環境ヒヤリハット」

として環境事故発生の防止を強化する運用を行っています。 

 

第 6 次環境中期計画 

2020 年から 2023 年度を対象期間とする第 6 次環境中期計画では 4 つの重点課題を設定し、活動を推進して

きました。 

第 6 次環境中期計画の最終年度となる 2023 年度は、概ね目標を達成しています。 

重点課題 

1. 環境リスクマネジメントの強化 

2. 気候変動対応を意識した CO2 排出量の削減 

3. 事業活動における環境負荷軽減 

4. 生物多様性の保全 
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目標及び実績(2023 年度)  

 

  

※1 19 年度実績算出係数による比較 

※2 有害廃棄物を含む 

 

第 7 次環境中期計画 

2024 年から 2026 年度を対象期間とする第 7 次環境中期計画では、「2050 年カーボンニュートラル」の住友

重機械グループの目標達成に向け、3 つの重点課題を設定し取り組みを推進しています。単年度目標も設定

し、進捗状況をモニタリングしています。 

重点課題 

1. CO2 排出総量の削減 

2. 環境マネジメントの強化 

3. 事業活動に伴う環境負荷軽減 
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データ一覧 

環境データ一覧 

本データは、住友重機械工業（株）および連結子会社、持分法適用会社を対象としています。 なお、対象が

異なる場合は、その旨を記載しています。 
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拠点毎の環境負荷データ 

当社グループは各製造所、国内製造系グループ会社(製造所敷地外)、海外主要製造系グループ会社ごとに、環

境負荷データを集計し管理しています。 
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環境会計 

当社グループでは環境保全にかかわる投資・費用、効果を測る尺度として、環境省の「環境会計ガイドライン

2005 年版」に基づいて環境会計を実施しています。 

環境保全コストと効果(事業活動に応じた分類)
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環境保全コストと直近３期間の推移表 

 

環境保全対策に伴う経済効果(実質効果) 

  

環境・省エネ関連の設備投資 

当社グループは、エネルギー効率の向上や省エネの他、環境事故の未然防止の観点からも、新技術の設備

導入や老朽化に伴う設備更新を計画的・積極的に実施しています。また、設備投資金額については、環境設

備・造エネ・省エネの３つの分類で把握しています。 

2023 年度の関連する設備投資額は 16.3 億円でした。 

  

（単位 ： 百万円）

2021年度 2022年度 2023年度

 環境保全コストの総額 5,537   4,877   9,300   

 投資額の総額 4,129   2,228   4,796   

 費用額の総額 1,408   2,648   4,058   

3,528   2,744   445   

効果の内容

 研究開発費の総額

（単位 ： 百万円）

2021年度 2022年度 2023年度

廃棄物のリサイクル又は使用済み製品等のリサイクルによる事業収入287 331 410

省エネルギーによるエネルギー費(電力費・燃料費）の節減 93 170 36

省資源又はリサイクルに伴う廃棄物処理費の節減 0 0 0

費用額(人件費、材料費、修繕費などの維持運営費）の削減 0 0 0

381 501 445合　　　計

効　果　の　内　容

 収　益

 費用節減
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外部認証・第三者保証 

 

ISO14001 認証 

当社グループでは、グループ環境方針のもと環境活動に取り組み、1998 年から国内各製造所での認証取得

を進めてきました。 

 2018 年には環境マネジメントの運用ルール統一と認証維持の効率化を図るため住友重機械グループとして

統一認証を取得、現在 43 サイトで認証を取得しています。 

統一認証に含まれていない関係会社についても各社個別で認証を取得しており、適正な環境マネジメントの

運用に努めています。海外も同様に、1998 年から主要な製造工場から認証の取得を開始し、2023 年時点で

21 のサイトで認証を取得しています。 

※グループ全体の取得割合(売上高ベース)：79.8％ 

今後も環境活動を事業の課題と捉え、グループ全体での活動を推進していきます。 
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環境負荷データ第三者保証 

当社グループは環境負荷データの信頼性を高めるため、ビューローベリタスジャパンより第三者保証を取

得しています。 

対象データ: 

2023 年 1 月 1 日から 2023 年 12 月 31 日までの期間の以下環境データ 

･当社グループ国内 31 拠点及び海外 41 拠点の事業活動に伴うエネルギー使用量 

･温室効果ガス排出量スコープ 1 およびスコープ 2（エネルギー起源 CO2） 

･温室効果ガス排出量スコープ 3（カテゴリー1, 2, 3, 4, 5, 6, 7, 11）※ 

※当社ルールにより算定
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• 独立保証証明書（日本語） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.shi.co.jp/csr/environment/management/pdf/management_05.pdf
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• 独立保証証明書（英語） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.shi.co.jp/csr/environment/management/pdf/management_06.pdf
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CDP への回答 

 

CDP 気候変動  

 

CDP は、企業や都市の環境への取り組み情報を収集し、分析した結果を公開する英国ベースの国際的な非政

府団体です。環境関連の調査では世界最大規模であり、毎年企業からの回答状況を基に A, A-, B, B-, C, C-, D, 

D-の 8 段階評価を付与しています。 

CDP 気候変動レポートの結果は下表のとおりです。当社は、TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）

提言に沿った開示や非財務情報の充実により、スコア向上を図っています。 

 

 

CDP 水セキュリティ  

水セキュリティレポートの結果は下表のとおりです。水セキュリティにおいても同様に、非財務情報の充実に

よりスコア向上を図っています。 
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気候変動への対応 

当社グループは、気候変動リスクへの対応を強化するため､2021 年 10 月に「気候関連財務情報開示タスク

フォース（TCFD※1）」の提言に賛同しました。2022 年 5 月には､取締役会での決議を経て､2050 年までに

当社グループ全体での CO2 排出量実質ゼロを目指すカーボンニュートラル目標を設定するとともに､2030 年

までの CO2 排出量削減目標を設定し､気候変動への対応を推進しています。 

(注１) TCFD（Task Force on Climate-related Financial Disclosures）G20 からの要請を受けて、大手企

業、信用格付機関など世界中の幅広い経済部門と金融市場のメンバーによって構成された民間主導の特別組

織のことで、気候変動によるリスク及び機会が経営に与える財務的影響を評価し、ガバナンス、戦略、リス

ク管理、指標と目標について開示することを推奨しています。 

気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）提言への対応

 

当社グループは、TCFD が提言する情報開示フレームワーク（気候変動のリスク・機会に関するガバナン

ス、戦略、リスク管理、指標と目標）に沿った開示を行っています。 

 

ガバナンス 

2020 年に取締役会で決議した 7 つのサステナビリティ重要課題の中で､「環境負荷の低減」を課題として

設定するとともに､「中期経営計画 2023」においても「気候変動」を当社グループが解決に貢献すべき社会

課題のひとつとして設定しました。 

全社的なリスク管理を行うリスク管理委員会においては､気候変動リスクを重点リスクのひとつとして位置付

け､取締役会の監督の下で適切にリスク管理を行っています。 

 また､気候変動問題はリスクのみならず､当社グループの事業機会の創出にもつながると捉え､代表取締役社

長 CEO を委員長とするサステナビリティ委員会において､重点的に対応を議論しています。 

サステナビリティ委員会で議論した内容などについては､年に 2 回取締役会で報告を行い､取締役会の監督､指

示の下で取り組みを推進しています。 

 

• リスク管理委員会（2 回/年） 

代表取締役社長が議長を務めるリスク管理委員会では､当社グループに影響度の高いリスクを特定し､そ

のマネジメントを行います。 
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• サステナビリティ委員会（2 回/年） 

代表取締役社長が議長を務めるサステナビリティ委員会では、重要課題の対応進捗状況を審議し取締役

会への報告を行います。 

 

 

 

戦略 

世界的な気候変動対応として 2016 年 11 月に発効した「パリ協定」では、世界の平均気温上昇を産業革命

以前に比べて２℃より十分低く抑え、1.5℃以下に抑える努力が求められています。そのため当社グループは

パリ協定に沿った長期的な計画を策定して対応しています。 

 

各シナリオにおけるリスク評価 

戦略立案の最初のステップとして､気候変動が当社グループに及ぼす影響を評価しました。リスク評価の対

象期間については､当社グループ製品に対する気候変動の影響が既に顕在化していることから､直近 10 年間と

設定しました。その上で､1.5℃と 4℃の 2 つのシナリオで分析を実施しました。 

その結果､規制強化による事業への影響を最大のリスクとして特定し､影響を分析しました。 

 

 

(注 2)影響度大：事業への影響が重大で、事業戦略の見直しが必要となる 

   影響度中：事業への影響は限定的で、将来的な対応が必要 

   影響度小：事業への影響はほとんどない 

 

影響度(注2) リスク 機会 主な取り組み

・石炭火力発電の受注制限

・再生可能エネルギー市場への

製品供給

大 省エネ性能要求増加 省エネ製品需要増加 ・省エネ型製品の開発､提供

中 内燃機関規制強化 電動化､燃料転換需要増加 ・電動化や燃料転換への協力

・生産、輸送などのさらなる効

率化

・ICPの導入による省エネ設備

投資の促進や脱炭素に向けた再

エネの購入

防災インフラ整備需要増加

災害復旧向け機械装置の需要増

加

小 海水面上昇(長期)

中 自然災害激甚化
・製造拠点のBCP強化

1.5℃シナリオ

(脱炭素シナリオ)

4℃シナリオ

(温暖化進行シナリオ)

大 化石燃料発電規制強化 再生可能エネルギーの需要増加

小 炭素税、原材料費高騰 省エネ､省資源製品需要増加
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製品を通じた CO₂排出量削減に向けた施策 

当社グループは、Scope3 で最も排出量の多い製品使用時 CO2 （カテゴリ 11）について､2030 年までに

2019 年度比 30%の削減を目指しています。また､当社グループの CO2 排出量削減にはカウントできないもの

の､社会全体の CO2 排出量削減に貢献できる製品について､独自に広義の CO2 削減貢献製品と定義して､顧客

の生産活動での電化支援や納入機の燃料転換支援､蓄電システム事業の拡大などの対応を進めます。当社グル

ープは､これらの狭義の CO2 削減製品と広義の CO2 削減に貢献する製品の提供を通して､脱炭素社会の実現に

貢献します。 

 

 

 

関連資料: 

具体的な取組みについては、当社 HP〔カーボンニュートラルに向けた取り組み〕ページを参照ください。 

事業におけるリスクおよび機会 

事業全体に亘るリスク･機会についてセグメント単位で分析した結果、エネルギー&ライフラインセグメント

ではリスク､機会と双方への影響度が大きく､メカトロニクスセグメント､インダストリアルマシナリーセグメン

トでは機会への影響度が大きいと評価しました。 

 当社グループは顧客へのソリューション提供を通じて顧客価値の最大化を追求していますが､同時に顧客の社

会課題解決への取り組みを機械メーカーとして支援するといった観点から､顧客の事業活動(生産活動等）の脱

炭素化に貢献する製品を提供しています。 

 

エネルギー&ライフライン（E&L）セグメントでの事例 

①広島ガスの廿日市工場内に LAES 商用実証プラントを建設し､実証運転を開始します。運転開始予定は

2024 年です。 

②みやざきバイオマスリサイクル株式会社（本社:宮崎県児湯郡川南町）より､10MW 級鶏糞専焼発電設

備を受注しました。 

③インドネシア国営電力会社（PT PLN）の関連会社である PT Pembangkitan Jawa Bali Services

（PJBServices）とインドネシア政府主導のエネルギー分野における脱炭素･カーボンニュートラル政策

に対する技術協力に関する覚書を締結し､既存の石炭火力発電プラントのバイオマス化等を支援します。 

 

 

削減区分
Scope3定義で当社のCO2削減に

直接カウントできる取り組み

社会全体のCO2削減に間接的に

貢献可能な取り組み

セグメント (狭義のCO2削減) (広義のCO2削減)

･電動機の効率改善 • 顧客の生産プロセスの電化支援

• 軽量化､極低温､超電導技術

• 製品材料の削減支援（Scope3上流）

• 林業向け建設機械､木質チップ搬送の対応強化

• 納入機の燃料転換支援

• 蓄電システム事業の拡大

• 多機能化による装置集約

インダストリアルマシナリー ･生産プロセスの省エネ化

ロジスティックス&コンストラクション ･内燃機関のエネルギー転換

エネルギー&ライフライン ･石炭火力発電プラントの受注停止

メカトロニクス
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インダストリアルマシナリーセグメントでの事例 

①クラス最小の設置面積と高い精密安定性を追求したハイブリッド小型射出成形機「iM18E」を 2023 年

1 月 31 日に発売しました。駆動源のハイブリッド化と､省エネ技術の飛躍的向上により､消費電力を大き

く抑えられ､同等油圧機と比較して約 50%低減します。 

②自動車ボディ･フレームの製造システム（STAF）を､株式会社トピア（本社:三重県鈴鹿市）へ世界で初

めて導入しました。フレームの剛性を高めることで､材料の厚みを薄くすることが可能になり､従来の構

造と比較して約 30%の軽量化により､自動車の燃費向上に貢献します。STAF は､第 52 回日本産業技術大

賞にて「審査委員会特別賞」を受賞､第 73 回自動車技術会賞では技術開発賞を受賞しました。 

リスク管理 

代表取締役社長 CEO 以下、トップマネジメントが参加する予算審議会（2 回/年開催）にて事業運営のモニ

タリングを実施しています。中期経営計画の策定においては､10 年先の社会問題解決に向けたバックキャス

トを行い､評価された各事業部門のリスク･機会を評価して事業計画を立案しています。気候変動に関わるリ

スクとしては、顧客による製品使用時の CO2 排出量や､事業規模などの観点から経営への影響が大きいと想定

されるセグメントを選定して､取締役会にて重点的に議論を行い改善に向けた対応を実施しています。 

 リスク管理委員会（2 回/年開催）においては､当社グループにおける影響の大きなリスクを特定し､特定し

たリスクごとに発生頻度､発生時の影響の大きさを評価しながら当社にとっての重要性を評価しています。リ

スク管理委員会は､特定したリスクに対して対策部門を選定し､適切に管理するとともにその進捗を監督して

います。気候変動はリスク管理委員会の中でも重点リスク課題に位置付けられています。 

 また、2023 年 3 月にグループ BCP 基本方針を策定し、気候変動による自然災害を含むあらゆる災害への

対応を強化することとしました。 

 

 

メカトロニクス インダストリアルマシナリー ロジスティックス＆コンストラクション エネルギー＆ライフライン

変･減速機、制御装置

等
素材加工、半導体製造装置等 建設機械、搬送･物流機器等 発電、水処理プラント等

影響領域 内燃機関 発電プラント

・内燃機関のCO2排出規制強化燃料転換等の

　対応遅れ
・行政による石炭火力発電制限

・顧客からの脱炭素要求への対応の遅れ
・未承認燃料利用のバイオマス発電に対する

　規制強化

影響度 小 小 中 大

・建設、物流分野の燃料転換、電動化森林

　資源への投資拡大
・バイオマス発電関連製品の需要増加

・木材チップのハンドリング需要の増加
・既存の発電プラントの燃料転換支援燃料

　転換関連需要増加

・最終製品の軽量化に貢献する製品の需要

　増加
・再エネ活用拡大のための蓄電市場の成長

・パワー半導体生産設備の増強

・極低温、超電導等のニーズの高まり

影響度 大 大 小 大

セグメント

電動機

リスク

・脱炭素、高効率製品開発、製品ポートフォリオ変更が行われない場合、製品競争力喪失、事業規模縮小の恐れがある

・顧客による当社製品使用時CO2排出削減要求への対応の遅れ行政

　による製品のエネルギー効率規制強化

機会

・顧客生産設備の電動化加速

・省エネ型製品の価値向上

・電機、制御、減速機

一体の製品需要の増加
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指標と目標 

当社グループは､2050 年までに当社グループ全体でカーボンニュートラルの実現を目指すことを取締役会

で決議するとともに､その実現に向けて 2030 年までの CO2 排出量の削減目標を設定しました。当社グループ

では､温室効果ガスの中でも特に発生量の多い CO2 を重点対策の対象に定め､CO2 排出総量の削減目標を設定

しました。なお、 Scope1～3 は GHG プロトコルに準じて算定しています。また、開示データはビューロー

ベリタス社にて第三者検証を受けています。 

･2050 年までに当社グループ全体でカーボンニュートラルの実現を目指す 

･Scope1,2 製品製造時の CO₂排出量削減:2030 年までに 50%削減（2019 年度比） 

･Scope3（カテゴリ 11） 製品使用時の CO₂排出量削減:2030 年までに 30%削減（2019 年度比） 
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製品製造時の CO2 排出量の削減（Scope1、2） 

事業活動における CO2 排出量の削減に向けて､既存の省エネ施策を継続的に実施､強化するとともに､太陽光発電

設備の設置の他､2022 年度より再生可能エネルギーの調達を開始しています。 

2023 年度は太陽光発電 4.4GWh、再生可能エネルギー購入量 68.2GWh で、当社グループ全体の再エネ率は 23.5％

となりました。今後も計画的に太陽光発電の導入と再エネの購入を進めます。また､2023 年度からインターナル

カーボンプライシング（ICP）制度を導入し､部門ごとの CO2 排出量に応じて費用を配賦しています。自部門の

CO2 排出量に対するコストを見える化することで CO2 排出量削減活動の加速を図り、脱炭素化設備への投資促

進につなげていきます。 

2030 年までの CO2 排出量の削減計画は、各種省エネ施策への投資と並行して、太陽光発電設備の設置を進める

とともに、計画的な再生可能エネルギーの購入を実施しています。中期経営計画 2026 では、太陽光発電設備の

導入として約 30 億円の予算枠を確保しました。2030 年 50%削減の目標に向けて､今後も計画的な投資による削

減を進めます。 

製品製造時の CO2 排出量（Scope1,2）(単位：千 t-CO2) 
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製品使用時の CO2 排出量の削減（Scope3 カテゴリ 11） 

製品使用時の CO2 排出量（Scope3 カテゴリ 11）は、石炭専焼ボイラの引き渡し減少により大幅な削減傾向

となっています。引き続き、脱炭素社会に貢献する製品開発に努めます。 

 

環境中期計画における気候変動対応に関する目標 

当社グループは､地球環境保全や循環型経済活動が企業の社会的責任であるという認識のもと､3 年ごとに策定

する環境中期計画の中で直近 3 年間の目標を定め､環境負荷軽減活動を行っています。詳細は環境経営ページを

ご参照下さい。 
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CO2削減施策 

基本的な考え方 

住友重機械グループでは、気候変動対応を環境経営の重要課題と位置づけており、製品ライフサイクル

全体を含む全ての事業活動における環境負荷低減の中で、CO2 排出量の削減を最重要課題として取り組ん

でいます。 

 各事業部門の結果は、環境管理部で毎月管理され事業責任者にフィードバックされます。また、執行責

任者会議で、年に 3 回経営層に報告されます。各事業部門は、「全員参加」による取り組みと活動の「見

える化」、さらにエネルギーの効率的使用を一層高めるための様々なプロセスの改善活動に取り組み、気

候変動対応を推進しています。 

Scope１,２ 

製品製造時 CO2 排出量の削減 

住友重機械グループの、国内製品製造時 CO2 排出量は、新工場棟の稼働や操業増影響で 2023 年度では

2019 年度比で 4.4%増加となったものの、各事業部、関係会社各々削減施策を実施し、2020 年～2023 年の 4

年間(第 6 次環境中期計画期間)では 2019 年度比の約 5.7%削減となりました。 

 第 7 次環境中期計画では、引き続き省エネ設備への更新や設備の最適化、技術部門との協業により削減施

策の再検討など、積極的に取り組んでいきます。また、グローバルでも同水準の活動を推進していきます。 
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エネルギー生産性の向上 

住友重機械グループでは、排出量だけでなく、エネルギー生産性（売上高※／CO2 排出量）の指標を設定･

管理することで、生産効率を高め、CO2 排出量削減を図る活動も行っています。2023 年度は 2019 年度比 4%

向上を目標に掲げて活動し、国内では 19.8%向上、海外でも 18.2%向上と目標を達成しています。 

 第 7 次環境中期計画でも継続して管理指標として設定し、一斉休止日の実践や高効率設備への更新、待機

電力削減活動など、管理運用面での省エネ活動だけでなく、省エネ設備への投資も積極的に進めることで、

さらなる生産効率の向上を目指していきます。 

※製造に関連する売上高 

 

 

再生可能エネルギーの導入 

当社グループでは、再生可能エネルギーの導入を推進しています。2020 年からは、当社グループの工場の

新規建屋への太陽光発電設備の設置も進めており、2023 年度には新たに 1,203MWh を稼働させ、累積規模

は、グローバルで 4,415MWh 相当となりました。 

 引き続き、中間指標である「製品製造時 CO2 排出量を 2030 年までに 2019 年度比 50%削減」達成のため、

国内・海外両方で積極的な設備導入を実施していきます。また、再生可能エネルギーの購入についても、計

画的な購入を実施しています。2023 年度はグローバルで 68,202MWh 分を購入しました。購入の規模は、各

種省エネ施策による年１％の CO2 排出量の削減、新規建屋を中心とした太陽光発電設備の導入状況を考慮し

つつ決定し、2050 年カーボンニュートラルの実現に向けて CO2 排出量の削減を推進します。 
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Scope３ 

グリーン物流の推進 

製品輸送における無駄の排除や効率化により CO2 排出量の削減に取り組んでいます。2023 年度の国内実績

は、輸送原単位（t-CO2／重量）で 2019 年度以下の維持目標に対して、8.1%削減となり目標を達成しまし

た。 

 第 7 次環境中期計画においても、引き続き、積載率の向上・最適化、混載便の有効活用等の活動を継続し

ます。 

 

 

 

 

製品ライフサイクル全体の CO2 排出量 

2023 年度の製品ライフサイクル全体の CO2 排出量は 7691.8 万 t であり、そのうち製品使用時の CO2 排出

量は 7,546.3 万 t と全体の 98.1%を占めています。この製品使用時 CO2 排出量削減には、省資源・省エネルギ

ーに優れた製品(サステナビリティプラス製品)の拡大、提供が、気候変動対応としての重要な事業課題と認識

しています。製品改良・技術開発などを積極的に進め、省資源・省エネルギー等に優れた製品をより多く提

供していきます。 

 加えて、Scope3 において製品使用時 CO2 に次いで排出割合の多い「原材料調達に伴う CO2 排出量」のカ

バー率向上、取引先企業との協力体制構築にも注力していきます。 
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Japan Climate Initiative 賛同 

住友重機械グループは、Japan Climate Initiative(JCI)による、「いまこそ再生可能エネルギーの導入加

速を—エネルギー危機の中でも気候変動対策の強化を求める—」メッセージに賛同、1.5℃目標の実現に向

けた世界のトップランナーとなるよう、自らの活動においてエネルギー効率化と再生可能エネルギー利用

を加速するとともに、国内外の非国家アクター間の連携を深め、2050 年の CO2 排出量実質ゼロの実現に貢

献する取組みを強めていきます。 
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水資源の保全 

基本的な考え方 

住友重機械グループでは、すべての人が安全で衛生的な水を利用でき、水に関する生態系を保護し回復

させることの重要性を認識しています。現在の事業活動において、大量の水や高水準の水を必要とするこ

とはありませんが、上水、工業用水、地下水を使用し、排水しているため、水に依存し、その水量や水質

に影響を受ける、あるいは影響を与えていることを十分に理解しています。 

国内外の製造拠点においては、取水量と排水量を計測し、グループ全体で集計を実施しています。変動

が大きい事業所については、その原因を調査し、必要に応じて対策を講じています。また、水質管理につ

いては、法令および条例の基準値よりも厳しい自主管理基準値を設定し、自主測定および外部の水質検査

機関による定期的な検査を実施し、継続的なモニタリングを行っています。 

引き続き、継続した管理を行うとともに、取水量や排水に含まれる可能性のある有害物質の使用削減な

ど、環境負荷低減活動を推進します。 

また、当社グループは水使用量削減に向けた外部イニシアチブとの協働として、2018 年度より CDP 

Water に回答しています。 

 

ガバナンス 

 「環境経営の推進」を参照ください。 

 

戦略 

水リスク評価 

当社グループでは、国内外の製造拠点 57 か所について、「WORLD RESOURCES INSTITUTE」から提供

されている「AQUEDUCT」を用いて水リスク評価を行っています。 

 2024 年度において、「Overall risk」で「High」以上の評価となった製造拠点は 6 か所で、当社グループ

全体の取水量の約 6%を占めています。 

 調査結果を考慮し、当社グループ全体の取水量削減、水リサイクルの推進、および豪雨や洪水などの物理

リスクへの適応も含め、水リスクの低減を図っていきます。 

 また、サプライチェーンにおいて、原材料の調達金額の 80％を占める企業に対し、水資源管理についてア

ンケートを通じてヒアリングを行いました。全体の約 8 割のサプライヤーから回答があり、そのうち約 4 割

で目標設定や管理を既に実施している状況でした。今後は、サプライヤーへの訪問や WEB 会議などを通じて

コミュニケーションを深め、環境課題の共有や環境スチュワードシップの向上に努めます。 
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住友重機械グループの製造拠点と水ストレス（Aqueduct Water Risk Atlas） 

 

施策 

水質管理 

下水道および河川、海など各々の排水基準よりも低い自主管理基準を設定し、継続的な自主測定及び定期的

な第三者の分析を行うことで、排水の水質管理を行っています。 

取水量削減 

漏水確認及び改善、冷却水の再利用や雨水の使用などの推進を行うことで取水量の削減（水使用量削減） 

または効率的な水利用に取り組んでいます。 

取組み事例 

当社グループでは 3 か年ごとに環境中期計画を策定し、活動の推進を行っています。2024 年度より開始した

第 7 次環境中期計画では、環境負荷低減と併せて生物多様性を考慮し、水使用量削減及び効率的な利用や汚染

防止に取り組んでいます。 

• 埋設給水管の漏水確認及び修繕 

• 雨水を貯留し緑地への潅水に利用 

• クーリングタワーでの循環利用（薬品注入） 

• 試験水の再利用（貯留） 

• 工場内のオイル清掃（水質汚染防止） 
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日本スピンドル（株） 

雨水貯留槽（埋設） 

 

 

 

新日本造機（株）呉製作所 

試験水の再利用（貯留槽） 
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リスク管理 

環境事故の発生を未然に防ぐため、各々の拠点で定期的な環境リスクアセスメントを実施しています。 

 また、万が一環境事故が発生した場合は、適切な対処を行うとともに事故内容を分析し、関係各所に水平展

開するなど類似事例の発生や再発防止に努めています。 

環境事故に至らないまでも将来的に環境事故に繋がる可能性のある事象については、「環境ヒヤリハット」と

して環境事故発生の防止を強化する運用を行っています。 

 リスク管理委員会（年 2 回開催）においては､当社グループにおける影響の大きなリスクを特定し､特定した

リスクごとに発生頻度､発生時の影響の大きさを評価しながら当社グループにとっての重要性を評価していま

す。リスク管理委員会は､特定したリスクに対して対策部門を選定し､適切に管理するとともにその進捗を監督

しています。 

また、グループ BCP 基本方針を策定し、あらゆる災害への対応を強化することとしました。 

 

 

指標と目標 

目標（2024 年度～） 

環境マネジメント 

（グローバル）重大環境事故※1 ゼロ 

取水量削減（水使用量削減） 

（国内）2020 年から 2023 年の平均値以下 

（海外）2020 年から 2023 年の平均値以下〔売上高原単位〕 

 

実績 

水質管理 

2023 年度の国内・海外拠点における重大な環境事故※1 は 0 件でした。 

引き続き水質管理を徹底します。 

取水量削減 

2023 年度の結果は、国内は 10.5%の削減、海外は 12.6%の削減となり、目標達成となりました。 

引き続き効率的な水の使用に取り組むことにより、目標達成を目指します。 

※1：法律や条令などの規制違反を理由として罰金（1 万ドル以上）、行政指導等、その他の処罰の対象とな

る事案を重大な環境事故と定義 
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廃棄物・環境汚染予防 

基本的な考え方 

 

住友重機械グループでは、事業活動から排出される廃棄物などの排出抑制、再資源化・有効利用などに

努め、環境負荷の低減に取り組んでいます。また、環境汚染予防を図るため VOC や PRTR 対象物質などの

化学物質を管理も行っています。 

廃棄物 

 

廃棄物排出量の抑制 

廃棄物排出量(有害廃棄物を含む)の目標は、売上高原単位で国内では 2017 年から 2019 年度平均以下の維

持と設定しています。 

 2023 年度は、29.0%の削減となり目標達成となりました。産業廃棄物として処分していたショット粉屑を

売却有価処分に変更したことやろ過装置を通した試運転油の再利用などが排出量の削減につながりました。

今後も、廃棄物やリサイクルの分別を徹底するなどして 3R を意識した廃棄物の削減を推進します。 

 海外では、2019 年度比 4%削減を原単位目標として活動し、2023 年度は 21.6%の削減となりました。 
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ゼロエミッション(埋立率削減) 

住友重機械グループは、廃棄物排出量に占める埋め立て処分量の割合（埋め立て率）が 0.5%未満の国内工場

をゼロエミッション工場と定義し、2005 年度から埋め立て率削減活動を推進しています。2023 年度の国内全

製造所（6 製造所 7 工場）と製造所外グループ会社（9 社）全体での埋め立て率は 0.03%となり、2011 年度以

降継続してゼロエミッションを達成しています。 

 海外では非埋め立て率 95%以上を目標に活動していますが、2023 年度は 3.7%と目標を達成し、2023 年度の

国内・海外合算での埋め立て率は 2.0%となりました。ゼロエミッションを達成するためには、廃棄物の分別に

よるリサイクルが重要です。今後もゼロエミッションを維持できるよう徹底した廃棄物の分別を行い、循環型

社会に貢献する工場を目指します。 



- 46 - 

 

 

プラスチック資源循環促進法への対応 

廃プラスチックについては、グループ全体での排出量及び売上高原単位で管理しています。 

2023 年度の SHI 単体でのプラスチック廃棄物排出量は、1,243ｔでした。 

引き続き当社グループとしても、管理・削減活動を継続、プラスチック製梱包材の 3R(Reduce, Reuse, 

Recycle)+Renewable を推進し、更に製品の部材にまで踏み込んだ対応などを検討し、サプライチェーンを

意識した活動を目指します。 

 

プラスチック製品再利用の取組み 

大崎本社では、新型コロナ対応として使用していたポリカーボネート製のパーテンションを処分する際、廃

棄するのではなく、リサイクルとして処分しました。約 161Kg がリサイクルとなり、事務所で対応可能なプラ

スチック再生利用の取組みとして大きく貢献しました。 
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環境汚染予防 

 

有機塩素系化学物質の使用全廃 

土壌汚染対策法で対象となっている有機化学物質である、ジクロロメタン、テトラクロロエチレン、トリ

クロロエチレンの使用全廃の取り組みを継続しています。 

オゾン層破壊物質の HCFC-225 は 2008 年度から、HCFC-141b は 2010 年度から使用を全廃しており、これ

を継続しています。2020 年度に生産終了となった R-22 についても、継続して計画的な更新を推進していま

す。 

 

VOC 対象物質の排出抑制 

当社グループ国内で使用している VOC 対象物質の 90%以上は塗料の溶剤中に含まれるトルエン、キシレ

ン、エチルベンゼンによって占められています。2023 年度は、これらの排出量について 2019 年度排出実績

以下とするよう目標を設定し、17.6%削減、売上高原単位においても 33.7%削減となりました。 

 第 7 次環境中期計画からは、グローバル連結を対象とし、2020 年から 2023 年の原単位平均以下を目標に

設定し、引き続き低溶剤塗料や VOC を含まない洗浄剤の採用範囲並びに、粉体塗装の拡大、さらなる塗装の

効率向上による塗料等の使用量の削減等により、排出量削減に努めます。 
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PRTR 対象物質の排出・移動量 

PRTR 対象物質の 90%以上は塗料の溶剤（トルエン、キシレン、エチルベンゼン）です。2023 年度は

2019 年度比で 3%削減しました。また、売上高原単位においては 22%と大幅削減となりました。 

引き続き品質を維持しつつ低溶剤塗料の適用を拡大するとともに、溶剤回収除去設備の設置・拡大により、

排出・移動量の削減に取り組みます。 
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PCB の管理および使用機器の全廃 

高濃度 PCB 含有機器は全て処理会社である中間貯蔵・環境安全事業株式会社に早期登録済みで、PCB 特別措

置法に基づき計画的に無害化処理を行っています。PCB 含有トランスと照明器具の PCB 含有安定器は順次更

新・処理を実施し、一部の製造所、関係会社では全ての処分が完了しています。また、低濃度 PCB 含有機器は

調査を完了し、順次期限までの処理を進めています。 
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製品の環境配慮 

サステナビリティプラス製品 

 

当社グループでは独自の評価方法を用いて環境配慮製品の認定を行ってきました。2021 年度より、製品

競争力の向上や環境性能（資源循環，地球温暖化，環境リスク）、社会性を含むサステナブルな製品の市

場へのアピールや CSV※としての当社グループの取り組みの PR を目的として、これまでの環境配慮製品か

らサステナビリティプラス製品へ名称を変更しました。 

※CSV : Creating Shared Value 共通価値の創造 

評価基準・評価プロセス 

環境性・社会性の 11 項目の達成度に加え、外部表彰による加点を含めて評価し、80 点以上の製品を

「サステナビリティプラス製品」、90 点以上の製品を「スーパーサステナビリティプラス製品」として認

定しています。 

 現在、「社会性（希少元素、レアメタル、紛争鉱物削減）」の項目追加を検討しており、さらに社会課

題解決に貢献するためのサステナブルな製品を提供していきます。 

 

評価項目 

 

  

1. 省資源

2. 廃却時の再資源化の向上（分別処理の容易化）

3. 長寿命化

4. 梱包・包装

5. 情報の提供

6. 使用時における省資源対策

地球温暖化 7. 使用時における省エネ対策

環境リスク 8. 環境保全性

その他 9. LCA（ライフサイクルアセスメント）

10. 安全性

11. 省力化

環境

資源循環

社会 -
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製品一覧 

2023 年度は、目標件数である 25 件を上回り、27 件がサステナビリティプラス製品として認定され、その

うち 4 件がスコア 90 点以上のスーパーサステナビリティ製品でした。グループ全体におけるサステナビリテ

ィプラス製品の売上高比率は 31%となっています。 

 サステナビリティプラス製品では製品ライフサイクル全体での環境負荷を低減するための活動として、装

置廃棄に係るマニュアル整備・お客様への提供や、ショベルやクレーンなどの建設機械にフィールドビュー

モニタを装備することによる作業関係者の安全性向上等に取り組んでいます。また、システム提供など、ソ

フトの面においても、お客様の業務効率化・省人員化への貢献を進めています。 

 

CFB バイオマスボイラ(循環流動層ボイラ) 

循環流動層（CFB=Circulating Fluidized Bed）ボイラは、バイオマスからごみ固形燃料（RDF）まで、幅

広い性状の燃料を安定して燃焼させることができ、高効率かつクリーンなエネルギーを安定的に供給しま

す。 

 地域のバイオマスや廃棄物を活用しながら脱化石燃料と CO2 排出削減に貢献します。今後の来たる再生可

能エネルギーの主力電源化社会においても、電力系統の安定化を実現するクリーンな調整電源としての役割

を果たす発電設備です。 

 炉内に石灰石を投入することで硫黄酸化物（SOx）の排出を抑えています。50ppm（6%O2 換算）程度まで

であれば、従来の排煙脱硫装置（FGD）は不要です。窒素酸化物（NOx）についても低温・二段燃焼により

50ppm（6%O2 換算）程度まで低減できます。ばいじんは、集じん装置の設置により 20 mg / m3（6%O2 換

算）以下まで低減され、低い環境負荷で稼働します。 
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油圧ショベル 

低燃費クリーンエンジンとより効率的な作業性と卓越した低燃費を両立した独自の油圧システムを搭載し、

高い燃費性能を実現しています。 

 JCMAS で定める 2020 年燃費基準を上回る、すぐれた燃費性能を達成。燃費基準達成率 100％以上に与えら

れる、トップランクの☆☆☆認定を取得しています。 

排出ガスの大幅低減を果たした、クリーンエンジン「SPACE5α」は、世界最高レベルの排出ガス規制、オフロ

ード法 2014 年基準をクリア。同種従来機と比較し Nox を 80%削減し、一層環境にやさしいショベルへと進化

しています。 

 

 

斜流式ジェットポンプ式揚砂装置（スミジェッターⅡ） 

揚砂装置は、下水処理場やポンプ場で使用される、下水中のゴミや砂を分離・除去し、後処理設備の保護や

処理の円滑化を図る装置です。ジェットポンプ式は加圧ポンプに大きな動力が必要とするため、その動力低減

が求められていました。 

 この斜流式ジェットポンプ式揚砂装置スミジェッターⅡは圧力損失の低減に取り組み、従来のものと比較し

約４割以上の動力削減を実現し、省電力化に大きく寄与しています。また、動力削減により加圧ポンプ設備の

低容量化も可能となり電気設備も含めたコスト面での負荷軽減もされています。 
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生物多様性 

生物多様性保全への取り組み 

 

当社グループは、自然資本なくして経済や社会の繁栄はないと考え、環境汚染防止などの環境管理や気

候変動対応のなかで生物多様性の保全に向けた取組みを推進しています。 

TNFD※1 賛同に向けた準備として、事業活動と生物多様性との関わりの把握を開始し、当社グループにおけ

る事業プロセスの各段階での取り組み事例を整理しました。 

今後は LEAP アプローチ※２を活用したスコーピングとして事業活動の自然への依存とインパクトの分析

や、主要製造拠点のロケート分析を実施する予定です。 

※１ TNFD（Taskforce on Nature-related Financial Disclosures）自然関連財務情報開示タスクフォース

は、企業・団体が自身の経済活動による自然環境や生物多様性への影響を評価し情報開示するフレームワー

クです。 

※２ LEAP アプローチは、Locate（発見）、Evaluate（診断）、Assess（評価）、Prepare（準備）の 4 つ

の頭文字からの造語で、組織の情報開示までのプロセスアプローチ。企業の自然への配慮をリスク管理プロ

セスに組み込むためのガイダンスとして公表されました。 
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大崎本社での事例 

・勝島運河約 2km の防潮堤に花畑を作る「しながわ花海道」に参画し、地元商店街や近隣企業の皆様と共に

種を蒔きました。 

・一般社団法人カーボンリサイクルファンド共催の植林活動に参加し、CO2 吸収量が多く 5 から６年で成木

になる早成桐を植えました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

田無製造所「発想の森」 

 

田無製造所では、構内の森林の一部を「発想の森」と名付けて、市民の皆様の憩いの場として開放してい

す。また近隣小学校を対象とした工場見学会の実施などの地域貢献活動を行っています。 
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新居浜工場での事例 

・愛媛製造所新居浜工場では、市の公共施設愛護事業活動として工場周辺の清掃ボランティア活動を行い、

ダンプ車 5 台もの廃棄物を収集しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経団連生物多様性宣言イニシアチブ賛同 

住友重機械グループは、継続可能な社会の実現に向け、企業の立場から生物多様性保全の問題に取り組む

意思とその行動指針を示した、「経団連生物多様性宣言イニシアチブ」に賛同しています。 

主な活動として木材梱包の削減や海洋プラスチック問題への取組み、製造所の緑地・植樹の推進を行ってい

ます。 




